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２０２１年４月２７日 
 

大阪経済記者クラブ会員各位 
 

「ザ・ビジネスモール」の新たな提携サービスの提供開始について 

～ファクタリングサービスで全国の中小企業を支援～ 
 
 

 

 

 

 

 

全国494の商工会議所などが共同運営する中小企業の販路開拓支援サイト「ザ・ビジネスモ

ール」（事務局：大阪商工会議所）は、㈱インフォマートと連携し、売掛金の早期資金化を実

現する同社のサービス「電子請求書早払い」の優待提供を本日より開始する。 

「ザ・ビジネスモール」では、現在15社・計19のサービスと提携。全国の登録企業に向け

た優待サービスを提供しており、同社との連携は今回のサービスが４件目。 

 
 

○ 「ザ・ビジネスモール」では、民間の IT企業等と連携した「提携サービス」を、全国の登録

企業向けに優待条件で提供している。 

○ 今回開始する「電子請求書早払い」は、売掛債権を資金化して手元資金を確保する「ファクタ

リングサービス」の一つ。「ファクタリングサービス」は、昨今、長引く新型コロナウイルス

感染症の影響で、資金調達の新たな手段として注目度が高まっている、 

○ 本会議所でも、資金繰りに関する相談の増加等を受け、「ザ・ビジネスモール」の提携サービ

スとして、㈱インフォマートと連携。全国の中小企業・スタートアップ企業の資金繰り支援を

目的に、サービスの優待提供を開始する。対象は、「ザ・ビジネスモール」登録企業のうち、

既に同社の提携サービス「BtoBプラットフォーム 商談」「BtoBプラットフォーム 請求書」

「BtoBプラットフォーム 契約書」のいずれかを利用する企業。 

○ これにより、全国の中小企業、スタートアップ企業は、一定の優待条件下で優良な売掛債権を

資金化する機会を得ることで、事業資金の素早い調達が可能になる。さらに、従来の借入では

限界があった成長企業等の資金調達ニーズにも、新たな資金調達方法として対応できる。 

○ サービスは、本日より「ザ・ビジネスモール」ホームページより申込みを受け付ける。

https://www.b-mall.ne.jp/hayabarai/ 
 
 

１．「ザ・ビジネスモール」について 

（１）概要 

全国494の商工会議所などが共同運営する中小企業の販路開拓支援サイト。自社PR、取引 

先検索、モール上での商談など、同サイトを通じてビジネスの活性化や業務の効率化が実現で 

きる。共同運営に参加している商工会議所・商工会の会員は、無料で利用可能。登録企業数は 

全国約27万事業所（2021年 4月現在）。 

【お問合せ】 
大阪商工会議所 経営情報センター（登坂、野田） 
TEL: 06-6944-6353   
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（２）「ザ・ビジネスモール」提携サービス概要 

    中小企業の企業間取引を支援するEC市場（電子商取引）を利用できる「商取引支援サービ 

ス」と、中小企業がインターネットで利用できる「ビジネス支援サービス」の２種類があり、 

現在15社・計19のサービスと提携している。「ザ・ビジネスモール」登録企業は、各サー 

ビスを優待特典で利用できる（優待内容は各サービスにより異なる）。 

 

２．「電子請求書早払い」について   

（１）連携企業概要 

会社名 株式会社インフォマート（東証一部：2492） 

代表者 代表取締役社長 長尾 收 

本社所在地 東京都港区海岸1-2-3 汐留芝離宮ビルディング13階 

設立 1998年2月13日 

資本金 32億1,251万円 

事業内容 BtoB（企業間電子商取引）プラットフォームの運営 

従業員数 592名（2020年12月末現在） 

URL https://www.infomart.co.jp/ 

 

※「ザ・ビジネスモール」の提携サービスとして、「BtoBプラットフォーム 商談」「BtoBプ

ラットフォーム 請求書」「BtoBプラットフォーム 契約書」の３サービスを提供中。 

（２）サービス概要 

既に「ザ・ビジネスモール」の提携サービスとして登録されている「BtoBプラットフォー 

ム」各サービスをご利用のBtoB事業者向けに提供する売掛金の早期資金化サービス。㈱イン 

フォマートとGMOペイメントゲートウェイ㈱が共同で提供している。事業者は、事前にサー 

ビスの利用申し込みを行い、その後、「電子請求書早払い」の画面から発行済みの請求書（売 

掛債権）を選択し、買い取り依頼を行うことで売掛金を入金期日よりも早期に資金化すること 

が可能。申込みから契約までの手続きがオンラインで完結するため、完全非対面の資金調達が 

実現する。 

   また、売掛債権を譲渡することでGMOペイメントゲートウェイ㈱が代金回収を行うことに 

なるため、未回収のリスクも軽減できる。 

     URL：https://www.infomart.co.jp/btobfinance-hayabarai/lp2.asp 

（３）サービス利用のメリット 

○ 必要なタイミングで売掛金の回収期間短縮が実現 

○ 金融機関以外からの資金調達方法が確保できる 

○ 通常の手数料率（１～６％）より安い優待の手数料率（１～３％）で利用可能（初回利用

時かつ100万円以上の売掛金に限る） 

※「ザ・ビジネスモール」提携サービスとして同サービスを利用する場合のメリット 

○ 売掛金の未回収リスクが軽減 

○ インターネットの環境さえあればいつでも完全非対面で資金調達が実現 

 
以 上 
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昨今、長引く新型コロナウイルス感染症の影響で、資金調達の新たな手段として、売掛債権を資

金化して手元資金を確保するファクタリングサービスへの注目度は高まっています。 

 

 その中で、中小企業の会員を多く持つ大阪商工会議所でも、資金繰りに関する相談が増加してい

る状況がありました。 

 そこで今回、大阪商工会議所と協同で、全国の中小企業・スタートアップ企業の資金繰り支援を

目的に、売掛金の早期資金化を実現する「電子請求書早払い」（※）の推進活動を開始いたします。 

 

 これにより、B-MALL に登録している中小企業、スタートアップ企業は、一定の優遇条件下で優良

な売掛債権を資金化する機会を得ることで、事業資金の素早い調達が可能になります。また、従来

の借入では限界があった成長企業等の資金調達ニーズにも、新たな資金調達方法として対応できる

ようになります。 

 

 当社は今後も、全国の商工会議所等とのパートナー連携を強化し、企業のさらなる発展・成長を

支援してまいります。 

 

（※） 当社と GMO ペイメントゲートウェイ株式会社 （以下「GMO-PG」）： https://www.gmo-pg.com/ が共同で提供。 

 

プレスリリース 

  

BtoB ビジネスを革新する信頼のリーディングカンパニーを目指す、株式会社インフォマート

（本社：東京都港区 代表取締役社長：長尾 收、以下「当社」）は、大阪商工会議所が事務局

を務め、全国の商工会議所・商工会等が共同で運営する「ザ・ビジネスモール(以下 B-MALL)」

の提携サービスの一つとして、全国の企業へ、売掛金の早期資金化を実現する「電子請求書早

払い」を推進する活動を開始したことをお知らせいたします。 

2021 年 4月 27 日 

株式会社インフォマート 

 

インフォマートの「電子請求書早払い」が「ザ・ビジネスモール」と連携 

～商工会議所と協同で全国の中小企業・スタートアップ企業を支援～ 

報道関係各位（計２枚） 

https://www.gmo-pg.com/
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＜「電子請求書早払い」による効果とメリット ＞ 

・必要なタイミングで売掛金の回収期間短縮が実現 

・金融機関以外からの資金調達方法が確保できる 

・業界最安水準の手数料率で利用が可能（上限 6％） 

・売掛金の未回収リスクが軽減 

・インターネットの環境さえあればいつでも完全非対面で資金調達が実現 

 

 

＜ ザ・ビジネスモール（B-MALL）とは ＞ 

全国 494 の商工会議所などが共同運営する中小企業の販路開拓支援サイト。自社 PR、取引先検

索、モール上での商談など、同サイトを通じてビジネスの活性化や業務の効率化が実現できる。共

同運営に参加している商工会議所・商工会の会員は、無料で利用可能。登録企業数は 約 27 万事業

所に及ぶ（2021 年 4 月現在）。 

 

 

＜「電子請求書早払い」について ＞ 

 「BtoB プラットフォーム」をご利用の BtoB 事業者向けに提供する売掛金の早期資金化サービス。 

 BtoB 事業者は、事前にサービスの利用申し込みを行い、その後、「電子請求書早払い」の画面から

発行済みの請求書（売掛債権）選択し、買い取り依頼を行うことで売掛金を入金期日よりも早期に

資金化することが可能。申込みから契約までの手続きがオンラインで完結するため、完全非対面の

資金調達が実現する。 

 また、売掛債権を譲渡することで GMO-PG が代金回収を行うことになるため、未回収のリスクも軽

減できる。 

 URL：https://www.infomart.co.jp/btobfinance-hayabarai/lp2.asp 

 

 

＜ 会社概要 ＞ 
   

【インフォマート】 

1 会社名 株式会社インフォマート（東証一部：2492） 

2 代表者 代表取締役社長 長尾 收 

3 本社所在地 東京都港区海岸1-2-3 汐留芝離宮ビルディング13階 

4 設立 1998年2月13日 

5 資本金 32億1,251万円 

6 事業内容 BtoB（企業間電子商取引）プラットフォームの運営 

7 従業員数 592 名（2020 年 12 月末現在） 

8 URL https://www.infomart.co.jp/ 

 

 

 【本リリースに関する報道関係者様のお問い合わせ先】  
  
株式会社インフォマート  
広報・社会貢献部 平田・矢内・亀田  E-mail：im-pr@infomart.co.jp 

 

https://www.infomart.co.jp/btobfinance-hayabarai/lp2.asp
mailto:im-pr@infomart.co.jp

